
ＮＰＯと行政との協働に関する調査
（埼玉県庁内調査）

埼玉県総務部ＮＰＯ活動推進課
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調査の概要

４．回収状況

272
246

90.4%

５．協働実施状況
合計

246
100%

協働していない

１．調査の目的
　当課では、これまで平成１３年３月に策定した「ＮＰＯ活動の促進に関する行政方針」等
に基づいて、ＮＰＯ活動を促進するための取り組みを進めてきました。
　しかし、この間の社会状況の変化やＮＰＯの変化、また、ＮＰＯ施策の取り組みが進ん
だことなどにより、今後さらにＮＰＯ活動の促進を図っていくためには、現在の行政方針
の見直しが必要となってきました。
　そこで、今回、県におけるＮＰＯとの協働についての現状や課題を把握し、行政方針の
見直しに当たっての基礎資料とするため、「ＮＰＯと行政との協働に関する調査」を下記
のとおり実施しました。

２．調査期間
　平成１７年９月～１１月

３．調査対象
　１４部局機関２７２課室所校

　総合政策部２５課室所、総務部２７課室所、危機管理防災部６課所校、環境部１７課
所、福祉部１６課所、保健医療部２７課所校、産業労働部２２課室所校、農林部３７課室
所校、県土整備部２４課室所、都市整備部２０課室所、病院局５課所、教育局２４課室
所、教育機関２１所、警察本部生活安全部

　調査対象数　

84

　回収数　

協働している

　回収率　

回収数
率 65.9%

162
34.1%
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１．（協働を実施している課所のみ）協働の形態（平成１６年度又は１７年度実施）

２．（協働を実施している課所のみ）協働を始めた経緯

　協働の形態については「行政との情報交換、意見交換等」（５４．８％）及び、「行政への事業協
力」（５２．４％）が多かった。その他、「行政との事業共催」（２９．８％）、「行政からの事業委託」（２
５．０％）であった。

　協働を始めた経緯については「従来、県が実施してきた事業をＮＰＯとの協働に移行した」が３
１．０％となった。その他、「県とＮＰＯが対等の立場で企画立案や事業活動を行う仕組みを創設
した」（２７．４％）、「県が対応してこなかった公益的事業に取り組むＮＰＯを支援した」（２０．２％）
となった。

【複数回答可】

29.8%

52.4%

7.1%

17.9%

25.0%

54.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

行政との情報交換、意見交換等

行政からの事業委託

行政との事業共催（ＮＰＯと行政とが共同して、事業の企画や運営、
実施に当たる形態）

行政への事業協力（行政が主体的に行う事業や公共的・社会的な事
業への協力等）

行政からの補助

その他

【複数回答可】

31.0%

20.2%

14.3%

27.4%

36.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

従来、県が実施してきた事業をＮＰＯとの協働に移行した

県が対応してこなかった公益的事業に取り組むＮＰＯを支援した

ＮＰＯの政策提言や先駆的活動を県の事業に取り込んだ

県とＮＰＯが対等の立場で企画立案や事業活動を行う仕組みを創設
した

その他
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３．（協働を実施している課所のみ）協働相手のＮＰＯを選択する際の情報収集の方法

４．（協働を実施している課所のみ）協働相手のＮＰＯを選択する際に優先する判断基準
　協働相手のＮＰＯを選択する際優先する判断基準については「活動実績で判断する」が７５．
０％となった。その他、「事業の実施能力で判断する」（４６．４％）、「行政との協働実績で判断す
る」（３８．１％）となった。

　協働相手のＮＰＯを選択する際の情報収集の方法については「他課や他県、市町村等からの
情報入手」が５７．１％と口コミによる情報収集が半数以上となった。その他、「ＮＰＯの発行する機
関誌やホームページ」（２９．８％）、「インターネット」と「有識者からの情報入手」が２１．４％となっ
た。

【複数回答可】

13.1%

21.4%

29.8%

14.3%

20.2%

16.7%

21.4%

27.4%

57.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

新聞、雑誌、テレビ等のマスコミ情報

インターネット

ＮＰＯの発行する機関誌やホームページ

ＮＰＯの事業報告書や収支計算書

ＮＰＯへのヒアリングやアンケート

他課や他県、市町村等からの情報入手

地域住民からの情報入手

有識者からの情報入手

その他

【複数回答可】

4.8%

19.0%

38.1%

20.2%

46.4%

0.0%

7.1%

13.1%

75.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

法人格の有無で判断する

定款や規約で定める活動内容で判断する

活動実績で判断する

行政との協働実績で判断する

企画提案方式や公開プレゼンテーションによる事業の企画内容を見
て判断する

事業の実施能力で判断する

財政状況で判断する

会員数や事務局体制で判断する

その他
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５．（協働を実施している課所のみ）協働のメリット

６．（協働を実施している課所のみ）協働する上での協働相手（ＮＰＯ）側の課題

　協働のメリットについては「県だけでは提供できない多様なサービスが提供できた」（５０．０％）、
「県民参加につながった」（４８．８％）、「県とＮＰＯの対等なパートナーシップを築くことができた」
（４７．６％）が多かった。

　協働する上での協働相手（ＮＰＯ）側の課題については「人材の育成」が３３．３％となった。その
他、「団体の組織運営能力の向上」と「ＮＰＯ間やＮＰＯ以外の団体とのネットワークの形成」（２９．
８％）、「行政の制度やルールなどを理解すること」（２７．４％）となった。

【複数回答可】

50.0%

23.8%

22.6%

48.8%

47.6%

10.7%

21.4%

11.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

県だけでは提供できない多様なサービスが提供できた

従来より県民ニーズを反映できた

県単独の事業よりも経費が削減できた

県民参加につながった

県とＮＰＯの対等なパートナーシップを築くことができた

ＮＰＯの財政支援につながった

職員のＮＰＯ理解促進につながった

その他

【複数回答可】

8.3%

16.7%

29.8%

9.5%

27.4%

29.8%

25.0%

21.4%

6.0%

33.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

企画力の向上

人材の育成

専門知識やノウハウの蓄積

団体の組織運営能力の向上

団体に関する情報公開を進めること

行政の制度やルールなどを理解すること

ＮＰＯ間やＮＰＯ以外の団体とのネットワークの形成

事業実施にあたっての適切な進行管理

行政に依存しない体制

その他
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７．（協働を実施している課所のみ）協働する上での行政側の課題

○　企画段階からの協働

８．（「ＮＰＯへの事業委託」「ＮＰＯとの事業共催」「ＮＰＯとの事業協力」を行っている課所のみ）企画段
階や評価段階でのＮＰＯとの協働

　企画段階からの協働については「一部の事業で、事業の企画段階から協働している」（４９．３％）、
「ほとんどの事業で、事業の企画段階から協働している」（１８．８％）となった。一方、「事業の企画段階
から協働している事業はない」が３０．４％となった。

　協働する上での行政側の課題については「事業実施の企画段階からＮＰＯと意見交換する」が
４１．７％となった。次いで、「広報・普及活動をする」（３９．３％）、「ＮＰＯに対する理解を深める」
（３２．１％）となった。

【複数回答可】

32.1%

23.8%

10.7%

7.1%

15.5%

3.6%

39.3%

20.2%

8.3%

41.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

ＮＰＯに対する理解を深める

ＮＰＯとの対等なパートナーシップをつくる

協働事業に関する窓口を明確にする

協働事業に関する支援プログラム等を策定する

協働事業に関する情報を積極的に公開する

協働事業に関する選定などの手続きを公開する

事業実施の企画段階からＮＰＯと意見交換する

広報・普及活動をする

協働事業の成果に対する評価の基準を明確にする

その他

ほとんどの事業で、事
業の企画段階から協

働している, 18.8%

一部の事業で、事業
の企画段階から協働

している, 49.3%

事業の企画段階から
協働している事業はな

い, 30.4%

その他, 1.4%
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○　評価段階での協働

９．（「ＮＰＯへの事業委託」を行っている課所のみ）受託者となったＮＰＯに対して不満を感じた点
　受託者となったＮＰＯに対して不満を感じた点については「不満はなかった」が７１．４％となっ
た。一方、「人材及び人員が不足していた」（２８．６％）、「事務処理能力に問題があった（見積
書、事業報告書、会計報告書などの作成や提出等）」（１９．０％）となった。

　評価段階での協働については「一部の事業で、事業実施後の評価段階でも協働している」（２
８．８％）、「ほとんどの事業で、事業実施後の評価段階でも協働している」（１０．６％）となった。一
方、「事業実施後の評価段階で協働している事業はない」が５６．１％と半数以上であった。

ほとんどの事業で、事
業実施後の評価段階

でも協働している
10.6%

一部の事業で、事業
実施後の評価段階で

も協働している
28.8%

事業実施後の評価段
階で協働している事業

はない
56.1%

その他
4.5%

【複数回答可】

19.0%

4.8%

14.3%

28.6%

14.3%

0.0%

0.0%

4.8%
71.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

事務処理能力に問題があった（見積書、事業報告書、会計報告書な
どの作成や提出等）

ＮＰＯと日常的な連絡をとるのに苦労した

自治体への過度の依存が生まれた

人材及び人員が不足していた

期待したサービスや成果の質・量が不十分だった

仕様の内容が軽視された

事業の目的や意図をＮＰＯが理解してくれなかった

その他

不満はなかった
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１０．（「ＮＰＯへの事業委託」を行っている課所のみ）ＮＰＯへの事業委託を進めていく上での課題

１１．（協働を実施していない課所のみ）協働を行わない理由

　ＮＰＯへの事業委託を進めていく上での課題については「事業成果の評価方法を開発するこ
と」が４７．６％となった。次いで、「成果を明確にすること」（４２．９％）、「委託にあたって、ＮＰＯと
十分な調整を行うこと」（３８．１％）となった。

　協働を行わない理由については「業務内容がＮＰＯとの協働になじまない」が５０．６％となった。
その他、「協働の相手となるＮＰＯがいない」（２１．６％）、「ＮＰＯに関する情報が不足している」（２
０．４％）となった。

【複数回答可】

33.3%

19.0%

9.5%

19.0%

28.6%

38.1%

42.9%

23.8%

9.5%

47.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

目的を明確にすること

委託先のＮＰＯの選定基準を明確にすること

企画提案方式や公募方式を採用すること

入札保証金や契約保証金を免除すること

委託料を前金払いや概算払いにすること

委託にあたって、ＮＰＯと十分な調整を行うこと

成果を明確にすること

事業成果の評価方法を開発すること

自治体のＮＰＯに関する情報の蓄積及び理解の促進を図ること

その他

【複数回答可】

21.6%

20.4%

16.0%

0.6%

8.0%

50.6%

13.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

協働の相手となるＮＰＯがいない

ＮＰＯに関する情報が不足している

ＮＰＯ以外に協働実績のある組織がある

ＮＰＯの能力・組織運営に問題がある

協働の手順や方法がわからない

業務内容がＮＰＯとの協働になじまない

その他

8



１２．（すべての課所）今後のＮＰＯとの協働の見込み

１３．（すべての課所）ＮＰＯと行政との協働が進むことによる公共・社会サービス全体への効果

　今後のＮＰＯとの協働の見込みについては「協働を増やす予定である」（３．７％）、「協働を増や
す方向で検討している」（１７．１％）となった。一方、「特に検討していない」が５６．１％となった。

　ＮＰＯと行政との協働が進むことによる公共・社会サービス全体への効果については「行政が実
施する事業やサービスへの市民参加が促進される」（４９．６％）、「市民の多様なニーズへの対応
が可能となる」（４９．２％）が多かった。その他、「行政が実施する事業やサービスの見直しが進
む」（３５．８％）、「ＮＰＯが提供する公共・社会サービスが拡大する」（２６．８％）となった。

協働を増やす予定で
ある
3.7% 協働を増やす方向で

検討している
17.1%

現状程度が妥当と考
えている

13.4%

協働を減らす予定であ
る

0.0%

協働を減らす方向で
検討している

0.0%

特に検討していない
56.1%

その他
9.8%

【複数回答可】

49.2%

14.2%

49.6%

21.5%

7.7%

35.8%

22.4%

7.3%

26.8%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市民の多様なニーズへの対応が可能となる

サービスを受ける市民の満足度が向上する

行政が実施する事業やサービスへの市民参加が促進される

政策の意思決定への市民参加が促進される

市民の行政への依存傾向が弱まる

行政が実施する事業やサービスの見直しが進む

行政コストの削減が図られる

行政のスリム化が図られる

ＮＰＯが提供する公共・社会サービスが拡大する

その他
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１４．（すべての課所）「ＮＰＯとの協働・始めの一歩」の認知

１５．（１４．で「読んだことがある」と回答したすべての課所）「ＮＰＯとの協働・始めの一歩」を読んだ感想
　「ＮＰＯとの協働・始めの一歩」を読んだ感想については、「ＮＰＯを理解する上で役に立った」が
８３．９％となった。その他、「ＮＰＯとの協働を行う際に役に立った」（２６．８％）となった。

　「ＮＰＯとの協働・始めの一歩」の認知については、「名前は知っている」が５０．４％となった。
「読んだことがある」の２２．８％と合わせると７３．２％となった。一方、「知らない」は２６．８％となっ
た。

読んだことがある
22.8%

名前は知っている
50.4%

知らない
26.8%

【複数回答可】

26.8%

3.6%

5.4%

83.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ＮＰＯとの協働を行う際に役に立った

ＮＰＯを理解する上で役に立った

内容をもっと充実させてほしい

その他
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